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2050 年の経済予測とシミュレーション











性の上昇で、2％程度の実質 GDPの成長が可能という結果になった。米国や BRICs などの予測も








率をみると、1950 年には 4.7％だったが 2010 年には 23.0％に上昇した。今後高齢化比率はさら
に上昇し、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の 2012年推計では 2050年には 38.8％となる。






いてみた。両者とも 1970 年以降 10 年ごとの成長率である。このグラフは右上がりになっている
ので、「生産年齢人口の伸びが高いほど、実質 GDP の伸びが高い」と言える。人口が減れば
GDPも減るという弱い関係はある。しかし、生産年齢人口の伸びが同じでも、成長率に大きな






















（出所）　世界銀行「World Development Indicator」。世界各国の 1970 年～ 1980 年、1980 年～










2007 年のゴールドマンサックスのレポート（Dominic Wilson and Anna Stupnytska（2007））では、
世界各国の 2050 年の GDP を予測しており、現在 GDPの規模が世界第 3位の日本は、8位に転








対策もとらない現状維持のケースでは、日本の 2010 年から 2050 年までの実質 GDPの年平均成
長率はマイナスになる可能性が高い。それほど少子高齢化は重荷である。















るのは困難だ。このため、今回の予測では、便宜的に労働分配率を 2/3、資本分配率を 1/3 とし
て使った。コブ＝ダグラス型生産関数を仮定すると、以下の式から成長率を予測できる。
実質GDP成長率＝ 2/3 ×労働投入量＋ 1/3 ×資本ストック＋TFP上昇率
　対象とした国は、現在世界最大のGDPを誇るアメリカと、今後も発展が見込まれるBRICs（ブ
ラジル、ロシア、インド、中国）、跡見学園女子大学マネジメント研究会（2012）で提唱したBIRIV（バ






労働投入量の伸びとした。日本以外の国は、生産年齢（15 歳以上 64 歳未満）人口の伸びを労働投
入量の伸びの予測値とした。
　日本の人口予測は、国立社会保障・人口問題研究所（2012）を、日本以外の国については国際











　10 年ごとに、労働投入量の伸びと資本ストックの伸びの差をみると、1970 年代は 8.7％ポイン
















　先進国のTFPについては、比較可能なデータが存在する（EU KLEMS 2008年 3月版）。このデー
タベースから米国、ヨーロッパ各国、日本のTFPを 10 年ごとに取り出し、ヒストグラムを作っ
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EU KLEMS 2008 年 3 月版。アメリカ、欧州、日本など先進国の 80 年代、




















労働投入量（％） －1.0 0.0 0.4 0.2 －0.8 0.9 －0.5 0.8 0.4 0.1 
資本ストックの伸び
─労働投入量の伸び
0.5 2.0 1.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 
資本ストック（％） －0.5 2.0 1.4 3.2 2.2 3.9 2.5 3.8 3.4 3.1 
TFP（％） 0.5 1.5 1.0 3.0 3.0 6.0 4.0 6.0 3.0 4.0 
実質 GDP（％） －0.3 2.2 1.7 4.1 3.2 7.9 4.5 7.8 6.8 5.1 
（注）　すべて 2010 年から 2050 年の平均成長率。
現状維持ケースではマイナス 0.3％成長









女子労働力活用 0.5 0.2 
高齢者活用 0.3 0.5 
外国人労働者活用 0.2 0.7 
国内投資増 0.5 1.2 
TFP 上昇 1.0 2.2 





は、実質 GDP成長率は年平均 2.2％まで増加する。その内訳は、女子労働力の活用で 0.5％、高
齢者の活用で 0.3％、外国人労働者で 0.2％、国内投資の増加で 0.5％の寄与だ。TFP成長率の上
昇は実質GDP成長率をその分増やす効果があり、1％成長率を上げる。
女子労働力の活用は有望












労働力率が 2010 年の男子並みに上昇すると、女子労働力人口は現状維持ケースに比べて 948 万





















　生産年齢人口は、64 歳までとなっている。世界には平均寿命が短い国（たとえば 2000 年代のロ




一方で働く能力のある高齢者を排除してしまうという面がある。定年が 60 歳から 65 歳へと延長
される見通しだが、それでも平均寿命 80 歳に比べると「若い」年齢だ。
　2010 年の 65 歳以上の労働力率は 19.8％だ。2050 年に 20％上昇して 39.8％となることを想定
する。高齢者の約 4割が働くという計算だ。4割以上高齢者が働くが、その労働投入量は現役世
代がフルに働く場合に比べて 4割程度になると考えてもよい。





国人は 230 万人で、日本の労働力人口約 6000 万人に比べれば小さい。しかし、今後年平均 3％
で増加すれば、2050 年には 735 万人に増える。在日外国人は、1990 年代に年平均 4.6％、リーマ








































































































　2050 年の GDPの大きさをみると、1位がインド、2位が中国となった。2010 年に首位のアメ
リカが 3位となる。さまざまな対策が奏功し、日本の成長力が復活してGDP成長率が 2.2％にな
れば、世界第 4位の地位が確保できる。
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表 3　2050 年の予測結果












2010 1412 4383 46982 42932 10710 10351 1144 558 715 
2050 21142 26485 69950 134710 47609 40984 13173 4081 4491 
2010-2050
（％）
7.0 4.6 1.0 2.9 3.8 3.5 6.3 5.1 4.7 
人口
（億人）
2010 12.25 13.41 3.10 1.28 1.95 1.43 2.40 1.49 0.88 
2050 16.92 12.96 4.03 0.97 2.23 1.26 2.93 1.94 1.04 
2010-2050
（％）
0.8 －0.1 0.7 －0.7 0.3 －0.3 0.5 0.7 0.4 
GDP
（2010 年 USドル）
2010 1.73 5.88 14.58 5.50 2.09 1.48 0.27 0.08 0.06 
2050 35.77 34.31 28.20 13.08 10.61 5.17 3.87 0.79 0.47 
2010-2050
（％）
7.9 4.5 1.7 2.2 4.1 3.2 6.8 5.8 5.1 
（注）　網掛けは、2010 年から 2050 年にかけての年平均成長率。
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